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中国 にお け る郷 村 企 業 ミク ロデ ー タ(2〉
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本稿 で は,前 稿 「中 国 に お け る郷 村 企 業 ミク ロ デー タ(1〉 」11で紹 介 され た

RCFPO-E調 査(1司 定観 察点企 業調査)の リサ ンプ リングデー一タで あるRCFPO-RSE

調査(固 定観 察点企業20%調 査)に ついて,そ の数量的特徴を見てい く。

m固 定観察点企業20%デ ータの特徴

1固 定観察点企業20%デ ー タの概要

前 稿 で も述 べ た よ うに,固 定 観 察 点 調 査 で は郷 村 企 業 調 査(RCFPO-E調 査)と 同

時 に農 家調 査 と村 経 済 に 関す る調 査 も行 わ れ て い る ・ こ こで 用 い る固 定 観 察 点 企業20%

デ ー タ(RCFPO-RSE,RCFPO-Re-SamplillgEnterprisedata)は.こ のRCFPO-F

調 査 中の20%の 農 家 を抽 出 す る よ うに選 ば れ た 村 に お け る村 管 轄 企 業 ミク ロ デー タで あ

り,そ の抽 出 につ い て は 有 意抽 出 とな')て い る。 そ の 地 理 的 範 囲 は河 北,山 西.遼 寧,

黒竜 江,安 徽.LlI東,広 東,湖 南,四 川,雲 南,寧 夏 の11省 ・自治 区 で あ る 。以 下 で は,

RCFPO-RSEデ ー タの1995か ら2000年 ま で の 概 要 につ い て述 べ て い く こ とに した い2〕。

まず 地 域 的 にRCFP(}RSEデ ー タセ ッ トが どの よ う に分 布 して い る のか を確 認 す る 。

第2表 は,地 域 区 分 を北 部 地 域(河 北,山 西,遼 寧,黒 竜 江),東 部 地 域(安 徽,山 東),

南 ・西 部 地 域(広 東,湖 南,四 川.雲 南,寧 夏)の3地 域 と した もの で あ る孔 そ れ を

1〉 『経 済論叢』 第174巻 第1号,2004年7月 掲載。

2)本 章で の対 象を1995年 か ら2000年 に した埋由は次の通 りで ある・す なわち,R(TPo-E調 査

か ら20%を 有意抽 出 したRCFPO-RSE調 査 のデー タセ ットが、母体 であるRCFPO-E調 査に

対 して どのよ うな特性 を有 しているのか を把握 したか ったためである・1995年 か らの基本情報

は中共巾央政策研究室 ・農業部農村固定観察点弁公室[2QOl]の 村総合調査の推計値を利用 した。

3)こ こで用いた地域 区分は次 のような意味を持つ。すなわ ち,郷 村企業 には地域毎の特性 が/
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第2表RCFP()一RSE調 査のデー タ基 本構成

1995-2000年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年

デ ー タ 数 514 121 123 17 83 go 80

企 業 数

内 北 部

東 部

南 ・西部

223

168

16

39

121

99

8

14

123

96

8

19

】7

13

3

1

83

73

8

2

90

59

6

25

一一

80

53

6

21
III司 一'ワ ∩!飼 酵山所:20%拍1出 データ(RCFP(一)一RSE)よ り筆者イ乍成コ注

:北部凍 部滴 ・西部の地域区分1こついて躰 勉 郷
、以 ゆ 表の北部.輔 .南.酬 の地域区分も同様

である、,

見 る とRCFPO-RSEの デー タ総 数 は514で あ る。 地 理 的 に3地 域 の デ ー タ数 は.そ れ

ぞ れ 北 部 地 域 が393,東 部 地 域 が39 ,南 ・西 部 地 域 が82で あ り,北 部 が 支 配 的 な比 重 を

占 め て い る。 しか し,年 次推 移 を 見 てみ る と,1997年 の 人 きな 減 少 がわ か る。 また1998

年以 降 で も1996年 以 前 に比 べ て大 き く企 業 数 が 減 少 して い る こ とが 指 摘 で き る
。

次 に.固 定 観 察 点 の 対 象 村 に お け る企 業 デー タ とRCFPO-RSE調 査 企 業 デ ー タ との

関 係 に つ い て 見 て い くこ と にす る。 固 定 観 察点 の対 象 村 に関 す る情 報 は
,中 共 中央 政策

研究 室 ・農 業 部 農 村 固 定 観 察 点 弁 公室[2001]の 村 総 合 調 査 の 集計 結 果か ら把 握 で き る
。

村総 合調 査 につ い て は」995年 か ら調 査 項 目の 拡 充 に よ り,村 内 の企 業 に関 す る情 報 が

＼しば しば指摘 されてお り.こ こで はこの地域 特性 を考慮 した地域区分 を行 うことにより,他 の郷村企業
ミクロデー タとの比較 が容 易にな ってい る.例 えば,〔)GE2は 長汀:下流域 に調査 対

象地域を限定 してお り・ 当地域の郷村企業 は・郷村政府が経営 に深 く関与 した比較 的な大規模

な集団所有 制企 業 を典型例 とす る 「蘇南 モデル」 の該当地域で ある、,そして・RCFPO.RSE
調査 における東部地域、すなわち,安 徽.山 東両省にお ける郷村企業 も.大 規模集 団所有 制郷
村企業 を典型 とす るとい う点において 「蘇南 モデル」 に近い性質を もつ.(林 主編[2`〕01],陳
主編[1992]L従 二・て・ これらと 〔XliE2調査 デー タを比較す ることによ り.郷 村企業の地域

特性 をコン トロー ル した上で、OGE2調 査 データとRCFPO-RSE調 査デ ータの比較が可能 に

なる1)ま た,RCFP( .)一RSE調 査 にお1ナる南 ・西部地域 は、広東、湖南,四 川が そのデー タ構

成の太宗を占めている。 このうち特 に大 きな割合を占める四川(・ 重慶)に ついて は
,関 ・西澤 「

200(}]252ペ ージが,企 業数 ・生産額 において小規模個 体企業が大 きな比重 を占めるこ と

を指摘 している。 この指摘 は,形 式的には農村地域 に限定 された ものではないが,根 拠 として
提 示 された統計資料(関 ・西澤[2000]252ぺ 一ジ,補 表 一2)等 か らして,農 村地域 に立地す

る郷村企業 に対 する指摘である として問違 いは無 いであろ う・広東,湖 南両省の郷村企業,殊に村管輻企業
1よ小規模 佃体企業 を中心 とす るとい う特微を共有す るため,こ れ らの省 に隣接す

る雲南,寧 夏両省を加 えて,南 ・西部地域 として括った。後に見 るよ うに,R(FP(〉RSE調
査 デー タにおいて も,当 地域 の企業規模は概 して小 さい.残 る北部地域 は,既 存文献によ る情
報が乏 しいため.地 理 的な近接性か ら一地域 として括 った ものであ る ,し か し.当 地域のデー
タ量は豊富であるため・今後必要性 に応 じて.さ らに細かい小地域区分 に分割 してい くのが適

当であるか もしれない.
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第3表 農村固定観察点地区別集計 デー タにおける企業デー タの概 況(企 業 数,売 上高平均)

企 業 数 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年

企 全 地 域 2,575 2,634 2,354 2,209 2,274

業
内 東部地区 2,001 1,577 1,627 1,536 1,683

中部地区 596 777 565 507 500

数 西部地区 331 403 299 335 284

士
ソ〔

全 地 域 9,129.8 le.897,7 11,253.6 10,913.7 8,934.2

ヒ 内 東部地区 15,723.4 19,242.7 16,815.9 14,632.0 11,245.0
亡岡

平 中部地区 3,244.5 3,990.8 4,848.8 4,580.8 7,790.6

均 西部地区 2,658.0 2,734.6 4,268.3 11),012.8 3,430.9

出所:中 共巾央政策研究室 ・農業部震村固定観察点弁公室 〔2001〕より筆者作成.

注1)1売一L高 平均の単位は100元てあ る.

2):東 部、中部,西 部の地域区分は本文注を参照.以 下の表における束部,中 部,西 部の地域区分は

1司じものてある。

3)1企 業数の算出は,中 共中央政策研究室 ・農業部農村固定観察点弁公室[20011の 村総合調査に記

載されている村あたりの企業数に農業部農村経済研究中心より得た省別の村の数を掛けることで算

出した。

4):売 上高平均の算出は.企 業類型 ごとに与えられている経営収 入と村内の企業類型 ごとの企業数の

加璽平均値である,

全国平均,東 部 ・中部 ・西部llと いった地区平均で与え られてい る、,これ らの情 報を元

に村内 の企業数 売上 高平均 を算 出 したのが第3表 であ る5).こ れ を見 る と,企 業数 に

ついては1996年 を ピー クに減少 して お り.地 区別に見る と,そ の分布が東部に偏 ってい

るこ とがわか る.売 上 高につい ては名 目値 なので 一概 に比較 はで きないが,1997年 を

ピークに減少 している。地区別 に見た場合.東 部の規模が圧倒的 に大 き く,中 部 と西部

は同 じような規模 である,,

同様 に,RCFPO-RSE調 査におけ る企業数,売L高 平均 を示 したのが第4表 であ る。

これを 見ると,先 ほ ど見 た1997年 の断絶の様子が別の角度か ら示 され てい る。そ して分

4)こ こで.「 東部地 区」は北京・天津,河 北、遼寧,上 海、江蘇・漸江,福 建,山 東,広 東.

広西,海 南,「 中部 地区」催山西,内 モ ンゴル,吉 林.黒 竜江,安 徽・江 西,河 南,湖 北。湖

南,「 西部地 区」は重慶,四 川,貴 州,雲 南,西 蔵,陳 西、甘粛,青 海,寧 夏,新 彊 の省 ・自

治区 ・直轄市 である,、

5)企 業数については村総合調査 の平均の企業数に村の数をか けて算出 してい る,、調査対象の村

の数については,農 業部農村経済研究 中心 より提供された資料 を元 に.1995年334村(東 部145

村,中 部108村,西 部81村),1996年301村(東 部11】村,中 部IO9村 、西部81村),1997年301村

(東部111村,中 部109村,西 部81村)と し,1998年,1999年 は1997年 と変更が ないものと した。

ただ し.1999年 か らは20%抽 出 のサ ンプル村の中で.調 査停止かつ 補充がなか った村があ るた

め に東部を1つ 減 らし,1999年 は300村(東 部110村.中 部109村.西 部81村)と している,
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第4表RCFPO-RSE調 査の地区 別集計におけ る企業デー タの概況(企 業数。売 ヒ額平均)

1995年 1996年 1997年 1998年 1999年

企 全 地 域 121 123 17 83 90

業
内 東部地区 92 95 〔) 60 49

中部地区 18 17 16 21 17

数 西邦地区 11 11 1 2 24

雪
冗

全 地 域 47,077.1 60,648.6 6,418.6 82,812.9 70,512.O

上
高一

内 東部地区 58,739.8 72,686.9 N,A。 IO7,735.2 124.(}51.8

平 中部地区 10,501.7 26,861.1 5,280.0 818,439.2 12,952.5

均 西部地区 10,083.5 7,440.】 6,000.0 8,300.0 2,279.8

出所:第2表 と同 し.

注1):売 上高平均の単位は100元である。

2):売 上高平均の値は,単 純平均で名目値である.

布状 況 として第3表 との比較では,1995,1996,1998年 は東部 に偏 り、1999年 は西部 に

偏 っていることが窺われ る。そ して売 卜高平均 は,大 きな年度間の変動 も見 られ るが,

第3表 の ものよ りも大 き く,総 じて比較 的大規模な企業が抽出されている ことを示 して

いる,、ただ し,大 規模 とい って も,後 にみ るよ うにRCFPO-RSEの 平均従業 員数 は50

人弱に過 ぎず,中 小企業の域 を出ない。,従って,固 定観察点の村総合調査で把握 されて

い る企業 に関す る情報 に多数の零細企業 を含んでい ると考え るのが正確か もしれ ない。

2既 往 の郷村企業データ と比 較 した本データの特徴

こ こで は前 稿 第 皿節 で紹 介 した 既 往 の郷 村 企 業 デ ー タ と比 較 しなが ら,RCFPo-RSE

調査 テ ー タの デ ー タ特 性 に つ い て 見 て い くこ と にす る,具 体 的 に は.時 期,規 模,所 有

制 ・管 轄 政 府 レ ベ ル,産 業 の4つ の 側 而 か ら 見 て い く こ と に す る.以 降 の

RCFPO-RSE調 査 デ ー タの 集 計 結 果 の 地 域 区 分 は,よ り実 態 を把 握 で き る よ う に,第

1表 と同 じ北 部,東 部,南 ・西部 と して 行 う,、

1)時 期

前 稿 第H節 で 見 た よ う に,既 往 の 多 くの 郷 村 企 業 デ ー タ の期 間 は1980年 代 中 盤 か ら

1990年 代 中盤 ま で の もので あ る。OGE2調 査.OGE3調 査 あ るい はRGE調 査 の よ う

に,い くつ か の郷 村 企 業 デ ー タは,そ の時 期 が1990年 巾 盤 以 降 も カバ ーす る比 較 的新 し

い もの で あ るが.そ れ で も1998年 まで に と ど ま っ て い る 。 これ に 対 してRCFPO-E調

査 は1986年 か ら 中 断期 を挟 ん で 現在 ま で調 査が 実 施 され,1990年 代 後 半以 降 もカ バ ー し

て い る。 この こ と に よ り,Li敬ndRozelle[2000].SonobeandOtsuka[2003]を は じ
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めとす る諸先行研究 が注 日する民営化 など,1990年 代後半以降 に生 じた郷村企業の大 き

な変化 も分析す ることが可能になってい る。

2〉 規模(従 業員数,総 資産額,売 上額)

次 に 規 模 に つ い て.従 業 員 数,売 上 額,資 産 総 計 の3つ の 指 標 を用 い て,

RCFPO-RSE調 査の企業が もつ規模 について,そ の特徴を見てい く,、

ま ず,1企 業 あ た り従 業 員 数 を 見 た もの を 第5表 に示 す。 第5表 に よれ ば,

RCFPO-RSE調 査 の企業の1企 業 あた り平均従業 員数 は,1995年 か ら2000年 の平均で

46人 あま りとなってい る,第 三次全国工業普査 の郷村企業デー タにおける1企 業 あた り

平均従業員数 は,43人 あま りとなってお り,従 業員数で見た場合,RCFPO-RSE調 査

デー タの企業 規模 の平均 は.⊥ 業部門 における全郷村企業の平均に近い ことがわかる、

他方 で,WBE2調 査,OGE1調 査 やOGE2調 査 な どの1企 業あた り平 均従業 員数 は

300人 以 上、RGE調 査 に お け るそ れ は260人 あ ま り とな って い る。 以 」二よ り.

RCF豆)0-RSE調 査 における従業員規模 は,他 の ミクロデー タのそれ と比較す る と,相

対的 に小 さい といえる。

地域別 に見た場合,第5表 における地域別企業平均従業 員数 は,北 部が46人 あ ま り,

東部が120人 あま り.南 ・西部 が9人 あ ま りで.1企 業あた り平均従 業員 数の地域的格

差がか な り大 きく,特 に東 部の郷 村企業で従業員数が多 くなってい る.

次 に1企 業あた り売上額 を見てみ よう。第6表 によれ ば,RCFPO-RSE調 査 の企業

の1995年 か ら2000年 の1企 業あ た り平均売L額(「 霊営業務収 入」)は644万 元で ある。

第三次全国工業普査 の郷村 企業 デー タにお ける1企 業 あた り平均 総生産額6》は255万 元

であ り,RCFPO-RSE調 査 の1企 業あた り平均売L額 は これ を上 回ってい る、 しか し,

WBE2調 査 にお ける1企 業 あた り平均売 上額は4138万 元 あま りであ1),RCFPO-RSE

調査 の値 はそれ と比較す るとか な り小さい。

以上のよ うに,中 国の一般的 な郷村企業の平均 的規模 よ りも遙かに大 きなサ ンプル企

業か ら構成 された他の郷村企業 ミクロデー タセ ッ トと比較す る と,RCFPO-RSE調 査

の平均企業規模 は相対的 に小 さ く,第 三次全国工業 普査の郷村企業 デー タの平均 企業規

模 に非常に近い ことがわか る。

地域 別に見た場合,第6表 におけ る地域別1企 業あた1)平 均売上額 は,北 部 が803万

元.東 部が343万 元,南 ・西部 が23万 元であ り、北部の郷村企業 におい て売L額 が多 く

6)第 二次全国工業普査の郷村企業 データでは売 ヒ額が利用不 ロ∫能で あるため,総 生産額で代用

してい る。
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第5表RCFPO-RSE調 査 にお ける地域別に見た従業員数
1単位:人)

1995-2000年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年

全 地 域
46,358

(67、299)

50.Ol)〔}

(60.345)

49,073

(62.302)

33,882

(38.497)

49,145

(70.903)

39,278

(66,253)

44,088

(85.483)

北 部
46,649

(57.309)

45,414

(49.823)

48,844

(55.758)

31,769

(31.094)

44,233

(59,562)

48,237

(65.693)

50,189

(66.036)

東 部
120,872

1133.807)

165,000

(92,037)

137,125

(106,544)

52,333

(71.598)

104,500

ぐ134,678)

87,500

(136。010)

129,833

(232.723)

南 西部
9,220

(18。471〉

16,714

(29.111)

13,556

(26.715)

6,000

N.A.

7.Ol)0

(1.414)

6,560

(10,025)

4,190

(3.219)

娼所;第2表 と同じ。

注1こ の表は平均値 および( )内 に標準偏差を示 している。

第6表RCFI)0-RSE調 査における地域別 に見た売上額 (単位:ll)0元)

1995-2000年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年

全 地 域
64,370.2

(224,087.2)

47,077.1

1221,729.2)

60,648.6

(206,370.4)

6,418.6

(8,723.1)

82,812.9

(244.977.0)

70,512.O

l236,589.6)

82,518.8

(241.508.8)

北 部
80,306.9

(253,503.71

55,5i2.6

(244.380.0)

70,078.2

(231,098,4)

5,260.3

索8,336。3)

91,232.8

(260,151、2)

105,671.4

1286,640.8)

120,271.0

(289.250.0)

東 部
34,333.1

(55,003。7)

15,555.5

(29,998.6)

84,077.0

180,882,6)

12,511.0

(Il,054,4)

23,345.8

1-27,1)43.2)

16,016.4

1.25,873.0)

36,922.2

(73,616.7)

南 ・西部
2,276.6

(5,739.8)

5,438.7

(10,294.6)

3,202.7

(6,201.6)

3.201)、O

N,A,

13,353.7

(5,308.5)

614.8

(1.420.3)

267.1

(489,4)

出所1第2表 と同じ.

注:こ の表は平均値および( )内 に標準偏差を示 している。

なっている。曳に、い まひとつの企業規模 を示す指標で ある資産総計を第7表 に見 てみ

ると,北 部 が385万 元,束 部が817万 元,南 ・西部が17万 元であ り,ま た,各 年 の平均 に

お い て も概 して東 部 の郷 村 企 業 にお い て 資 産 総 計 が や や 大 きい,,し たが っ て.

RCFPO-RSE調 査の企業の規模 は.従 業 員数 および資産総額で見 る と東部 の郷村企業

が比較 的大 きいが,そ の一方で,売 上額で 見ると北部の郷村企業が大 きい、総 じて,東

部の大規模郷村企業,北 部の中規模郷村企業,南 ・西部の小規模郷村 企業 とい う地域的

な特徴 が見 られ る 、更 に,従 業 員数 資産総計 にお ける東部郷 村企 業の大規模性 と売上

額における北部郷村企業の優位性 を見 ると,北 部郷村企業の生産性 は比較 的高 く,東 部

郷村企業 の生 産性 は相対 的に低 い レベルにあ ることも窺える.
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RCFPo-RSE調 査におけ る地域別 に見た資 産総計

(143)65

(単 位:100元)

1995-2000年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年

全 地 域
35,936.O

(72,959.6)

30,781.3

(63.534。6)

37,120.9

(83.796,7)

14,486.1

(21,634,71

42,447.4

(72,412.3)

35,274.2

(67,879。3)

40,457.6

(81,578.2)

北 部
38,541).1

(65,786、4)

28,426.9

(52,932.7)

33,α)9,0

(56,165.1)

17,611.5

(23.985.7)

43,411.4

(71,877.8)

48,291.2

171、845.0)

55,018.4

(88,088,6)

東 部
81,687.6

(149.767.8)

107,001.5

(147,376.0)

168,402.5

(237,339,5ナ

5,687.7

(3,413,6)

43,334.5

(88,551,2)

50,770.0

(117,923.4)

52,37Q.7

(123,527.3)

南 ・酉部
1,695.3

(4,216.2)

3,876.3

!6、887.8)

2,751.9

(5,721,3)

250.O

N.A,

3,713.?

(4,897.7)

835.1

(1,812.9)

305.2

(534.1)

出所:第2表 と同じ9

注:こ の表は平均値および )内 に標準偏差を提示している,、

第8表RCFPO-RSE調 査 における地域別 に見た従業 員規模別 の企業数

全 地 域 北 部 束 部 南 ・西部

0-9人

IO-49人

50-99人

100人 一

】51

233

62

68

80

205

62

46

2

17

0

20

69

11

0

2

計 514 393 39 82

出 所:第2表 と同 じ。

以上で は,RCFPO-RSE調 査 の企業 の地域 全体 も しくは地域 別で の規模の 平均 を見

て きたが,以 下で は更にRCFPO-RSE調 査 における企業 の規模 の分布 につ いての情報

を得 るために,従 業員数 による企業 規模構 成 を見てみ ることにす る。RCFPO-RSE調

査 の1995年 か ら2000年 までのデー タをプー ルし。4段 階の規模別 ・地域別 に集計 したの

が 第8表 であ る」,

第8表 にお ける全地域についての規模構成 を見ると、従業 員数が10人 か ら49人 の企業

が233社,従 業員数が9人 以下の企業 が151社 で,49人 以下の企業が 全企業数 の75%を 占

めている、,この規模構成 を地域 別に見てみ ると,南 ・西部では9人 以下の零細企業が多

い とい う特徴,そ して東部で は,従 業員数 が49人 までの企 業が49%,100人 以上 の企業

が51%で あ り.RCFPO-RSE訓 査 におけ る企業が,相 対的 に見 て小規模 企業 と大規模

企業へ二極分 化 してい るとい う顕著 な特徴 が窺 える。また,RCFPO-RSE調 査 の企 業

の中で最 も従業員数が多い企業の従業 員数 は594人 であ り,RCFP〔)一RSE調 査 は,零 細
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企業か ら,小 型企 業71を はるか に上回 り中型企業3レに匹敵す るような企業まで含んでい

る とい える。

3)所 有制 ・管轄 政府 レベ ル

続いて,RCFPO-Eな らびにそこか らの リサ ンプ リングであ るRCFPO-RSE調 査 が

持つ、 質的な情報 を見てい く。,RCFPO-E調 査 には,量 的情 報のみ ならず.質 的情 報

も含 まれ ている。 ここでは,ま ずRCFPO-E調 査に含 まれ る企 業所 有形態 に関す る情

報 につ いて見てみ よ う。RCFPO-E調 査 よ り,我 々は企業所 有形態 につ いて当該 デー

タ企 業が集 団(村)所 有なのか,非 集団(民 間)所 有 なのか とい う情報を得 る ことがで

きる。 これよ り,1995年 か ら2000年 まで の各年 にお1ナる企業の所有形態を知 る ことがで

きる。第9表 は1995年 か ら20{)O年におけるRCFP(1)一RSE調 査 を,所 有形態構成 ・地域

別集計 した もので ある。

第9表 によれば,所 有形態構成を1995年 か ら2000年 を通 して見る と,集 団所有制企業

の観測値数 は333,非 集団所有 制企業のそれ は179と な っ七 いる、各年で見 てみ ると,

1995年 に集 団所有制企業が96。 非集 団所有制企業が23で あるが,1998年 以降 になると、

例えば20(〕0年には集団所有制企業が44,非 集団所有制企業が36と い うように,デ ータ収

集企業 にお ける非集団所有制企業 の占め る絶対数 とともに比重 も上昇 して きて1、・る。 こ

のことは,村 管轄企業において も集団所有制か ら非集団所有制へ の転換がお こなわれ る

ようになった ことを反映 した ものと考 えられる.先 に も述べ たように,1990年 代後半以

降には、民 営化 とい う大 きな変化が郷 村企業 に生 じてい る,こ うした トピ ックを分 析

テー マ として取 り上げ ようとす る とき、RCFPO-RSE調 査が持 つ企業所有形態 に関す

る情報は非常に有用である、

次 に,最 初 に述 べた ようにRCFPO-E調 査がすべ て村管 轄(郷 鎮)企 業であ る とい

う情報か ら見出され る特徴 について述べ る.前 節で も述べた ようにRGE調 査の郷村 企

業 デー タサ ンプルは全て郷管轄企 業で ある。また.WBEl調 査,WBE2調 査 にお いて

も.郷 管轄企業が支配的 な比重を占めてお り,村 管轄企業 は小さな比重 しか占めていな

い。 これ に対 してRCFPO-E調 査 は.こ れまで入手が困難で あ った村管轄企業の デー

タを広 くカバー してお り.こ れ よ り従来 あま り明 らか にされて こなか った村管轄企業 の

特徴を数量的に解 明す ることが可能になってい る。

7)第 三次全国工業普査の郷 村企業 データにお ける小型企業の平均 は,1企 業 あた り平均従業 員

数が11人 あま りである,,

8)中 型企業の1企 業あた り平均従 業員数 は721人 あま りで ある。
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第9表RCFP〔)一RSE調 査におiナる地域 別に見た所有形態別の企業数

1995-2000年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年

全 集 団所 有 制 333 96 96 10 41 46 44

地 非集団所有制 179 23 27 ・7 42 44 36

域 内 外資 22 6 6 0 3 4 3

北 集 団 所有 制 260 78 74 7 35 33 33

非集団所有制 133 21 22 6 38 26 20

部 内 外資 20 5 5 〔) 3 4 3

東 集 団所 有 制 26 7 6 2 5 3 3

非集団所有制 13 1 2 し 3 3 3

部 内 外資 2 1 1 o 0 (1 0

南 集 団所 有 制 47 11 16 1 1 10 8

西
非集団所有制 33 1 3 O 1 15 13

部 内 外資 o o 0 O 0 0 0

出所1第2表 と同 じ、

ま た,先 に述 べた よ うにRCFPO-E調 脊 の企業 の規模 は,従 来 の郷村 企業 ミクロ

デー タセ ッ トの企 業のそれ よ りも比較 的小 規模で ある 、RCFP(二》一E調 査 の企業が村管

轄 企 業 で あ る こ と は,そ の規 模 の 大 き さ に も影 響 し て い る と考 え られ る。

RCFPO-RSE調 査 における1企 業当た り従業 員数 は.先 述 の ように]995年 か ら2000年

の全体平均で46人 あま りで ある。 前節で見た第三次全 国工業普査郷村企業 デー タの村管

轄企業では,そ れにおけ る1企 業あた り従業員数の平均 は,32人 あま りとなってい る一

方,1司 じく第三次全 国⊥業普査の郷村企業デー タの郷 管轄 企業 におけるそれ は73人 あ ま

りで.村 管轄企業 は一一般的 に郷 管轄企業 よ りも相対的 に規 模が小 さい。RCFPO-RSE

調査 にお ける1企 業あた り平均従業 員数 も第三次全国工業普 査の郷村企業 デー タの中で

も村 管 轄 企 業 の 平均 に よ り近 い位 置 に あ り,小 規 模 な ので あ る。 した が っ て,

RCFPO-RSE調 査 は村管轄企業の特徴 を よく捉 えたものであ るとい うこともで きよ う、

4)産 業分類

こ こで は.RCFPO-RSE調 査 が 持 つ 産 業 分 類 に 関 す る情 報 を 見 て み よ う,,

RCFPO-RSE調 査の企業 は.先 に見た従来の郷村企業 デー タがその業種 を⊥業部 門に

限 定 して い る の に対 して,第1次 産 業 か ら1第3次 産 業 まて を網 羅 して い る。

RCFPO-RSE調 査 におけ る企 業の産業 は,農 業.工 業,建 築.交 通運輸,卸 売 り ・小

売 ・飲食,不 明の6つ に分類 され てい る、、また.1998年 における調査票の改正では,工
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第10表RCFPO-RSE調 査 にお ける地域別に見た産業分類別企業数

1995-2000年 1995年 】996年 1997年 1998年 1999年 200e年

全 工 業 437 80 89 16 82 90 80

地 非 工 業 61 32 27 1 1 0 (〕

域 不 明 16 9 7 0 0 0 0

北 1二 業 322 61 65 12 72 59 53

非 工 業 55 29 24 1 1 0 0

部 不 明 16 9 7 0 0 O 0

東 工 業 39 8 8 3 8 6 6

非 工 業 0 ひ o 0 o 0 o

部 不 明 o 0 0 〔1 0 0 0

爾 工 業 76 ll 16 1 2 25 21

西 非 工 業 6 3 3 0 o 0 0

部 不 明 o 0 0 0 1) 0 o

出所:第2表 と同 じ、、

業部門内部で もその業 種は詳細 に区分 されてお り.23種 類 に分類 され る。

第10表 は,RCFPO-RSE調 査 の企業 につ いて,二L業 と非工 業の2分 類で見た もので

ある。第10表 を見る と,1996年 までは非工 業部 門に も調査が なされていたが,断 絶以後

の1998年 か らは工業部 門に特 化されている。 しか も非工業のほ とん どが北部に分布 して

いる。 この非⊥業 サ ンプルの消失(工 業企 業への特化)が ,指 摘 した調査票の改正 と同

時に行われた調査対象 の見直 しであ る。ちなみ に掲載 は していないが.1996年 までの非
魎r業に分類 され た もので 多か

った ものは,1995年 か ら2000年 を通 した観測値数で見 ると,

農業が30,卸 売 匙)・小売 ・飲食が25で ある、このように,大 多数の工業企 業の他 に無視

で きない数の農業企業 と卸売 り ・小売 ・飲 食企業 を含んでい る,、したが って.1995年 か

ら2000年 まで のデータによ り分析を行 う際 には,こ の ようなサ ンプルの産業分類 の動向

によ く注意 を払わ なければな らない ことを指摘 してお きたい。

また,第11表 は,RCFP(二)一RSE調 査 にお ける企業 の うち丁業企業 の業種 分布を見た

ものである。元 々村 レベ ルの郷 村企業 は.当 該地域の有形 ・無形 の資源賦存 に支 えられ

ている傾 向が強 く,こ の ような工業の小分類が最 も地域特性 を表す ものであ ると思われ

る。 この第ll表 によれば.RCFPO-RSE調 査 の企業 の うち,工 業企業 は建材 業 と金属

加工業 に分類 されてい るが,そ の うち金属加工 は北部に,建 材業 は1999,2000年 の西 ・

南部 によるところが大 きい ことがわか る。北部 において,そ の他 と分類 されてい る もの
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第11表RCFPO-RSE調 査 にお ける地域別に見た工業の小分類別の企業数

全 地 域 1998年 1999年 2UOO年 北 部 1998年 1999年 2000年

石 炭 3 2 1 石 炭 3 2 1

非金属鉱業 2 4 6 非金属鉱業 2 3 1

食 品 加 工 2 7 6 食 品 加 工 2 z 2

食 品 製 造 2 2 1 食 品 製 造 1 i 1

紡 績 2 1 1 紡 績 1 O o

服装等繊維加工 2 3 2 服装等繊維加工 2 2 1

木材等加工 4 4 4 木材等加工 4 4 4

製 紙 1 1 2 製 紙 1 1 2

印 刷 1 1 1 印 刷 1 1 1

ゴ ム 1 1 O ゴ ム 1 1 0

ブ ラ スチ ック 1 1 1 プ ラ スチ ッ ク 1 1 1

非金属鉱物加丁 1 2 2 非金属鉱物加工 1 2 2

金 属 加 工 11 10 11 金 属 加工 8 7 8

普 通 機 械 4 3 2 普 通 機 械 3 2 [

運 輸 機 械 1 1 1 運 輸 機 械 1 1 1

電 機 1 1 1 電 機 1 】 1

建 材 12 18 16 建 材 9 8 4

そ の 他 31 28 27 そ の 他 30 20 22
一

束 部 1998年 1999年 2000年 西 ・南部 1998年 1999年 2肌1年

石 炭 0 0 0 石 炭 0 0 o

非金属鉱業 0 o o 非金属鉱業 0 1 0

食 品 加 工 O 0 0 食 品 加 工 0 5 4

食 品 製造 1 0 o 食 品 製 造 0 1 0

紡 績 1 1 1 紡 績 0 0 0

服装等繊維加工 0 0 〔) 服装等繊維加⊥ 0 1 1

木材等加工 0 0 0 木材等加工 0 o 0

製 紙 0 O 0 製 紙 0 0 o

印 刷 o O 0 印 刷 〔) O o

ゴ ム 0 0 o ゴ ム o O 0

ブ ラ ス チ ック 0 Ol 0 プ ラ スチ ッ ク o 0 0

非金属鉱物加工 0 0 0 非金属鉱物加工 o 0 0

金 属 加 工 3 3 3 金 属加 工 0 0 0

普 通 機 櫨 1 1 1 普 通 機 械 o 0 0

運 輸 機 械 0 〔) O 運 輸 機 械 0 0 0

電 機 o 0 0 電 機 0 0 0

建 材 2 1 1 建 材 1 9 11

そ の 他 o 1) 0 そ の 他 1 8 5

出 所:第2表 と同 じ,,

注:工 業 の'1・分類 が追 加 された のは1998年 以降 てあ る
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については,そ の絶対数か ら見て,実 態を把握 した上での分類基準の改正が望 まれる。

以上見て きた ように,RCFPO-E調 査 には,量 的デー タ以外 に もその企業所有形態,

産業 及び業種分類 とい った質的デー タも充実 してい ると評価 で きる、、

3RCFPO・RSEの テータマッチング実験

これ までRCFPO-E調 査の特徴,お よびその リサ ンブ リングデータであ るRCFP{)一

RSE調 査 の数量 的特徴 について見 てきた.既 述 した ように.RCFP(》 一E調奔 は1986年

か ら中断期を挟 むが現在 までで村 は固定されてお り.そ こで調査 されて きた企業につい

ても大 きな継続性 を有す ることか らパ ネルデー タ化が期待 され る。 これ まで見て きた他

の郷村企 業調査の場 合は、RCFP(二)一E調 査 のよ うに複数 年にわた る継続調 査 を実施 す

るのではな く,回 想法 に基づ くパ ネルデー タの作成であ り,調 査票への記入の問違 い以

外はバ ネルデー タと してのデー タベー ス化が基本的 に保証 されてい る91。

毎年調査 され てい るRCFPO-E調 査 におい て も,企 業Ir)コ ー ドが 同一 の ものが割

り振 られ るよ うなことが実施されていれ ば,バ ネルデー タ化には何の支障 もないで あろ

う。 しか し、 同時 にお こなわれた農家調査 をみ てみ ると,そ こで農家 に割 り振 られた農

家IDは 毎 年固定 された ものではない1。1。その ような状況で,企 業調査だ けに 皿)が 固

定されてい ることは考 えに くい。そ こで以下で は.RCFPO-RSE調 査 のデー タマ ッチ

ング"の 方法 を検討 し.そ の作業結 果について述べ る。

農家調査の場合は,期 首.期 末の変数 をマ ッチ ング変数 として論理性 に基づ くマ ッチ

ング法 を開発 し,マ ッチ ング作業が なされて きた。 ところが、企業 の場 合は,各 々の調

査票か らは農家の場合の ような,年 度問 を結ぶ変数が存在 しない。 マ ッチング変数がな

い状況下 において,マ ッチ ング作業 を実施 し,そ れを照合するための参照変数 を選択 し

なければな らない一、他 方,企 業調査 は比較的標本数が少な く,原 卿L同 一村内での組み

合わせなので,逐 次総 当た り法で実施 して も,そ れほ ど困難な作業で はない、,今回採用

9)し か しながら,そ れが デー タの質 を保証する ものではない。 なぜ なら厳密 に企業の財務諸表

が保管 されていれば良いが,毎 年の財務諸表を記 入するよ うな体制が整備 されていない場 合,

デー タの質は担保 とされ ない,,ま た さまざまな質的 ・量的指標 にお いて も.財 務諸表に現 れな

い指標,例 えば従業人貝数な ども記録された資料が なければ,経 営者や管理者層の記憶 に頼 ら

ざ ると得ないという点で,多 くの非標本誤 差の可能性 を有す る。

1〔))RCFP〔)調 査 におけ る農家調査 のマ ッチ ングについて は,Sendaelal,[2000]な らび に寳

劔 ・仙田[20021を 参照.

11)各 年度 の クロスセク ションデー タか ら1司一企業 のデー タを見つ け出 し,そ ・れ らを時系列デー

タとして連 結することによ リパ ネルデー タを作成す る作業 を指す 、
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した参照変数は次の もので ある。つ ま り.① 企業 の設立時以来 の経過 年数すなわ ち操

業年数,② 企業の産業分類.③ 前年 度の調査 の有無,④ 固定資 産取得価格(原 値),

⑤ 従業 員数,で あ る、,

以下,採 用 した参照変数の理由について説 明する。① 企業の設 立特 以来の経過年数す

なわち操業 年数につ いて.こ の数値 は基 本的 に一年間 に一つずつ増加 しL,,か つ 同一 の

操 業年数 を もつ企業 が,一 つの村 に複数存在 するケースは少ない,、そのため,前 年 と今

年のデー タか ら,操 業 年数が…つだ け異なる企業のデー タを見つけ ることがで きたな ら,

それ らは同一 の企業(の デー タ)の 有力 な候補 とな りうる、・②企業の産業分類は、同一

企業は異なる年度 におい て も同 じ つ の産業 ・業種 に属す る可能性が高い。③ 前年度の

調査の有無 は,前 年 度に も当該企業が存在 していたか どうかの有力な情報を提供 して く

れ る。④ 固定 資産取得価格(原 値〉 と⑤従業員数につい ては同様の理由 を持つ.す なわ

ち,こ れ らの変数は調整 費川の存在のため短期問には大き く変動 しない はずの項 口であ

る。ただ し,わ ずか1年 間で も変動 しない,あ るいは変動が少 ない とい うことを保証す

るものではない、以上の変数 の照合結果 を総合的に判断 して,マ ッチング実験 を行 った。

その結果 を第12表 に示す。

第12表 における 「(1)」の表記 は,当 該年 においてデー タが存在す ることを表 してお

り,逆 に 「×」は当該年 においてデータが存在 しない ことを表 してい る.第12表 によれ

ば,デ ー タが2期 以 上存在す る企業 は132社 で 本デー タ全企業数 の59.2%で あ り.1997

年 の断絶の影響 もあ り,デ ー タが1995午 か ら20〔)0年まで6期 す べて存在す る企業 は5企

業で.本 デー タ全企 業のわずか2.2%と なってい る。 これ らの ことか ら、デー タの パネ

ル化状況 は必ず しも良好 とはいえない、,しか しなが ら1995年 と1996年.及 び1998年 以降

のマ ッチ ング結果は良好 であ る.以 上 のこ とか ら,既 に指摘 しているよ うに,1995年 か

ら2000年 まで のデー タセ ッ トの場合,1995か ら1997年,1998年 以 降の2種 類 の デー タ

セ ッ トと して考 えるのが 自然である ことが,こ のマ ッチ ングの実験結果か らも明らか と

なった。

ただ し,今 回のマ ッチ ング実験 について言 えば,本 来同一企業のデー タで あるに もか

12)但 し,前 年度の調査が12月 に実施され,今 年度 の調査がll月 に調査 された場合 には満年 数で

計算 されて いる操業年数は全1増 加 しな・、・、逆 に,前 年度の調査 が11月 に実施 され,今 年度 の

調査が12月 に調査 された場合には,こ の数値 は2つ(2年)増 加す る。 しか し,こ のような状

況が発生 してい るか どうかは,同 一の村 に属する複数企業のデー タをチェ ックしてみれば ず ぐ

に判 明する(毎 年の企業調査は.一 つの村 の中で はほぼ 同時 におこなわれ る)。従 って,マ ッ

チ ングの根拠 と して操業年数を使用するに際 して.こ れ らの ことは大 きな問題 にはならない、
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第12表RCFPO-RSE調 登 のマ ッチ ング結果

72(150)

企業数 度数比率 累積度数比率 19%年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年

44 19.73 19.73 O × × × X ×

36 16.14 35.87 ×
!畔 、

㌧、 ノ × × × ×

29 13.00 48.88 o O × × × X

28 12.56 61.43 × × X ○ (二) o

16 7.17 68.61 O o × ○ O o

13 5.83 ・74 .44 × × × × ○ o

9 4.04 78.48 (
、」 O × () × ×

8 3.59 82.06 o (1) × × O O

5 2.24 84.3(1 × × x × X ○

5 2.24 86.55
(

1 )『 o O O
r卑、

u (1)

4 1.79 88.34 O ○ () ○ o ×

3 1.35 89.69 X × × × O ×

3 i.35 91.03 × × × ○ X X

3 1.35 92.38 × ○ × O ○ ×

3 1.35 93.72 o O X ○ ○ ×

2 0.90 94.62 × × × O o ×

2 0.90 95.52 × ○ × ○ × X

2 O.90 96.41 X ○ X O O O

2 0.90 97.31 × ○ ○ O o ○

2 0.90 98.21 ○ ○ ○ X X ×

1 O.45 98.65 X × ○ 0 × ×

1 0.45 99.10 × X o 0 o o

1 O.45 99.55 X o ○ o × ×

1 0.45 100.00 () ○ O O × ×

出所:第2表 と同 じ,、

濡:表 中,「O」 の表 記は 、当該 年 におい てデ ー タが 存在 す るこ とを表 してお り・ 「×」 は当該 年 にお いて

デ ー タが 存在 しな い ことを表 して い る、,

かわ らず,マ ッチ ングの手がか りが不足 しているために,同 一企業の デー タとしてマ ッ

チ ングされず.そ の結果パ ネル化 されていない企業が大量 に残 されてい る可能性 が高㌧

そ うい う意味で.本 デー タのバ ネル化はまだ潜在性 を有 してい るとい える。

IVむ す び

本稿で は,既 往の郷村 企業 ミクロデー タとの比較 のなかで,RCFP()一E調 査 および

その リサ ンブ リングデー タであ るRCFK)一RSE調 査 の数量 的特徴 、そ して長所,短 所

を明 らかに して きた.そ の過程で,RCFPO-E調 査 を利用 した実証研究 に大 きな可能
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第13表 本章で取 り上 げた ミクロデー タのデー タ特性

調査範囲
調査

客体数

調査

エリア
業種 企業規模 データ期問

調査実施

時期

パネル

データ利用

RCFPO-E
30省300村

1チベットを除 く}
7861》 村 多種 小

1986～現在(92

～95年は除く)
毎年 ×

RCFP(}RSE95 11省31村21
3、223

村 多種 小 1995～2000年 毎年 o

WBE1
4省4県(江 蘇、安

徽,広 東,江 西)

122 糊 多種 大
1970、75.78、

80-86年

1986,87年 ×

WBE? 15省数百県 300 郷村 工業 大 ・優良 1捌 砲0年 1991年 O

〔)GE1
3省市u腺 、

一 購,広 劇
49 郷村 アバレル 大 1985,90年 1991年 ×

(1(}E2
3省 市1上 海,

江蘇,安 徽)
114 郷村

アパ レル

鋳造
不明41 1995,98年

1999-

2000年
O

OGE3 1折江省1郷 鎮 98 郷村 アパレル 小 199〔1、95,1999年 鋤o年 X

RGE
2省15県

1江蘇,灘D
168 郷 多種 大 1994～97年 1998年 ○

出所:各 文献よ り筆者作成。

注1):こ の数字 は1986年の ものである,,

2)こ の調査範囲は元々の1995年 におけるRCFPO-RSE調 査の中から企業調査が行われていた省 ・

村なので。20%抽 出の対象であ一・た14省54村 とは数字が異な。・ている。また86年か ら2000年での状

況は,13省42村 である。

3)こ の数字は1995年か ら2000年の閏に存在 した企業の総計である。

4ン:(〕GE2の その文献の中で企業規模は明らかにされておらず,分 析上も階差をとって分析 している

ので不明とした,。

性 を有 してい ること.そ して具体 的 にRCFPO-E調 査 が既往の郷村企業 ミクロデー タ

が カ バー 出 来 な か っ た郷 村 企 業 情 報 を提 供 して い る こ とが 示 さ れ た。 さ ら に

RCFPO-E調 査の リサ ンブリングデー タであ るRCFP〔)一RSE調 査 の1995年 以降 のテー

タセ ットを基 にマ ッチ ング実験 を実施 し,パ ネルデー タセ ットで あるRCFPO-RSE95

を作成 した.こ れまで見 てきた郷村企業調査をま とめた のが第13表 であ る。最後に,本

節で 考察 して きた郷村 企業 デー タにお けるRCFPO-E調 査,お よび リサ ンプ リング

デー タセ ットであ るRCFPO-RSE調 査 の長所.短 所 を今一度確認 し.デ ー タ使 用上の

住意 を喚起す ることで本稿のま とめ とす る。

まず,全 体 デー タであ るRCFPO-E調 査 については,地 理的,時 間的な カバ レッジ

の広 さ,調 査内容,パ ネル化の可能性 いずれ を とっても短所を見つける ことは難 しい、

ただ しそのデー タ対象が,郷 村企業中の村管轄企業 にのみ限定されてい る点には留意 し
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て.そ の利用 に臨 まな くて はならない。

次に,RCFPO-E調 査の リサ ンプリングデー タであるRCFPO-RSE調 査について も,

時間的にかな り新 しいデー タまで も含 んでい る点,既 往の郷村 企業 くクロデー タに比べ,

その規模 において郷 村企業全体 をよ り良 く代表 している点において.そ の親デー タであ

るRCFPO-E調 査 の長所を引 き継いでい る、,しか し,あ くまで有意抽、しhである ことに

注意が必要である.ま た,従 来 データ制約 によ り村管轄企 業の分析か手薄であ った こと

を考慮すれば,村 管轄企業が調査 されているこ とも魅力的 な特徴 と言 えるだろ う。さ ら

に,サ ンプル企業の所有制 において も.非 集団(民 間)所 有企業が相当数含まれ,所 有

制の差異や その影響 を分析す ることが可能 になってい る。

しか し,今 回作成 したパ ネルデー タセ ッ トであるRCFP〔)一RSE95は ,そ の マ ッチ ン

グの実験結 果が必ず しも良好ではないとい う事実 は受 け入れなければならない。 そのた

めのマ ッチング方法の改良は必 要で ある.そ のため,ア ンバ ランスパネルデー タとして

の分析 は可能で あって も,バ ランスパネルデー タによる分析 はほぼ 不可能であ る13,.ま

た1サ ンブル企 業の地域 構成がやや北部地域に偏 っている点 に も注意す る必要があ る。

偏 りを始め とす るデー タセ ッ トの特性 を,本 章で紹介 した既往 の統計資料や固定観察点

調査で言えば村総 合調査 の情報な ども活用 しつつ ,当 該地域の企業行動を規定 しうる特

性な どを十分 に把握 した上で,デ ー タを利 用すべ きであ ろう、,
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